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１．はじめに 

 
完全週休二日制の導入やハッピーマンデー法の施行

による余暇機会の増加，国民のレジャー・余暇生活に

対する意識の変化 [1] ，観光立国推進基本法の施行 [2] ，

政府，地方自治体による積極的な観光政策の実施等，

近年，「観光」を取り巻く環境は著しく変化している．

観光消費による他産業への波及効果 [3] への期待も大き

く，今まさに「観光」が着目されていると言っても過

言ではない．また，訪日外国人観光旅行者数の増加，

本年から始まった団塊世代の定年退職 [4] による観光需

要の増加も予測されており，「観光」の重要性がさら

に高まることが考えられる．このような背景を踏まえ，

今後，効果的な観光施策を実施していくためには，観

光動向をできる限り正確に把握し，それに基づいた議

論を行うことが極めて重要である． 
他方で，現在，観光動向を把握するための統計デー

タは不十分であると言わざるを得ない．観光地の入込

客数，宿泊者数等の「観光」を分析する上で基本とな

るデータですら統一された方法で整備されていないの

が現状である．この状況を問題とし，一昨年から国土

交通省では全国で統一された観光の統計調査の実施に

向けた検討，予備調査を行っている [5] ．しかしなが

ら，今後，これらの統計データが整備されたとしても

過去のデータが整備されていないという問題は解決さ

れない．そこで，筆者らは過去の断片的データを組み

合わせて，観光行動のダイナミズムを構造化すること 
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を一つの目的として，世代の特徴に着目した国内観光

行動の時系列分析を試みている．これにより観光行動

の時系列変化の一端は示すことはできたものの，観光

動向全体を把握するには至っていない． 
本研究では，観光地の入込客数に焦点をあて既存の

調査の結果を使用し，その時系列変化に関する基礎的

な分析を行う．1985年からの時系列変化を全国の観光

地を対象として網羅的に行っていることが本研究の特

徴である．過去にも入込客数を対象とした研究は多数

行われているが，特定の観光地を対象としたものや，

全国を対象としたものであっても都道府県単位の分析

であり，全国の観光地の入込客数の時系列変化を網羅

的に分析したものは，筆者の知るところではない．な

お，本稿の分析は，観光需要の変化の構造を解明する

ための第一段階の分析として位置づけている． 
 

 

２．観光地入込客数の時系列分析の概要 

 
（１）分析方法 

 既存の観光地入込客数データは，各都道府県により

調査・集計方法が異なるため，そのデータを用い，都

道府県の異なる観光地の入込客数を直接比較すること

は不可能である．社団法人 日本観光協会は，全国で

統一した調査・集計方法を適用すべきであるとの考え

の下，1996 年に調査・集計方法を提案しているが，

2004 年においてその方法を適用している都道府県は

わずか11にとどまっている． 
そこで本研究では，観光地の入込客数そのものを比

較するのではなく，入込客数の増減割合が時系列的に

どのように変化しているのかに着目し分析を行う． 
具体的には，まず，1985 年，1990 年，1995 年，

2000 年，2003 年の 5 時点のデータを使用し，1990 年

の入込客数を 1 とした折れ線グラフを作成することに

より，各観光地の時系列変化を視覚化する． 
次に，作成したグラフの形状を基に対象とした観光

地を分類する．グラフの形状は，次の時点までの増減

の組合せであるため 16（= 2 4 ）通りの型が存在する

ことになるが，ここでは，入込客数が最も多い（少な 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 観光入込客数のグラフ形状による分類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 データ整備の例（修善寺） 

 
い）年がどの時点であるかによる区別をしないことに

より，図-1 に記す 6 つの型（Ⅰ型（単純減少型），

Ⅱ型（山型），Ⅲ型（波減少型），Ⅳ型（波増加型），

Ⅴ型（谷型），Ⅵ型（単純増加型））に分類すること

とする．Ⅰ～Ⅲ型が近年減少傾向であり，Ⅳ～Ⅵ型が

近年増加傾向である． 
さらに，各観光地の位置，地域，種類，規模，大都

市圏からの所要時間等の情報を加え，図-2 のように

データを整備する．地域は，北海道，東北，関東，甲

信越，東海北陸，近畿，中国，四国，九州の 9 つとし

た. 観光地の種類は，温泉，自然，都市，名所旧跡

の 4 つとした．観光地の規模は，各観光地の宿泊施設

数と部屋数とした．大都市圏からの所要時間は，自動

車と公共交通機関（鉄道，航空）を用いた場合の 2 種

類の時間とした． 
このように整備したデータを用い，観光地の入込客

数の増減が何に起因しているのかを，クロス集計，多

変量解析等を行うことで明らかにすることを試みる．

本稿では，紙面の都合上，型別，観光地の種類別，地

域別の割合についてのみ考察を行う． 
 

（２）分析データ 

 観光地の入込客数のデータとして，『全国観光動

向』のデータを用いる．これは，各都道府県が独自に 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 分析対象観光地の位置（300観光地） 

 
調査・集計している観光統計を，社団法人 日本観光

協会が収集し，出版しているものである．1976 年の

データから整備されており，調査・集計方法の変更が

ない都道府県においては，約 30 年間の時系列変化を

分析することが可能である．全国の観光地の入込客数

が掲載されている統計集は，この他にも『余暇・レジ

ャー総合統計年報』，『全国観光地観光客データブッ

ク』が存在するが，前者は 1988 年，後者は 2000 年以

降の出版となっており，本研究が対象とした 1985 年

からのデータが掲載されていないため，使用しないこ

とにした．また，『全国観光動向』のその他の特徴と

して，「延数」，「実数」といった調査単位も明記さ

れていることが挙げられる．なお，『全国観光動向』

に掲載されていなかった分析対象観光地の入込客数に

ついては，① 国立・国定公園については，環境省ホ

ームページに掲載されているデータを，② 草津温泉

等の群馬県の 4 温泉については，各自治体から入手し

たデータを，それぞれ使用する． 
観光地の宿泊施設数と部屋数のデータは， 『JTB

時刻表』に掲載されているものを用いる，また，大都

市圏から観光地までの所要時間のデータは，国土交通

省 総合交通分析システム（NAVINET，NITAS）によ

り計算したものを用いる． 
 

（３）分析対象観光地 

分析対象観光地は，国有鉄道の定めた周遊指定地を

基準としている．旧周遊指定地 [6] を基準とする理由は，

我が国の代表的な観光地を概ね網羅しており，サンプ

ル数も最低限を満たしていると判断しためである． 
旧周遊指定地数は 286 であるが，河口湖等の分析対

象期間のデータが存在しない観光地を対象外とし，ま

た，大雪山国立公園等の広域観光地を分割した結果，
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分析対象観光地の数は 300 となっている．分析対象観

光地の位置を，観光地の種類別に図-3に示す． 
 

 

３．分析結果 

 
全体傾向を把握するために，1990 年の入込客数を

基準として 2003 年の入込客数がどの程度変化したか

を見てみる．観光地の種類別の入込客数の増減の割合

をしたグラフを図-4 に示す．入込客数が減少した観

光地の割合は，総計で 60％以上となっている．入込

客数が 20％以上減少した観光地としたとしても半数

以上であり，多くの観光地で減少傾向であることが見

て取れる．特に，温泉地，景勝地（風景）での減少が

顕著であり，入込客数が 30％以上減少した 78 観光地

のうち 71 観光地がこれらに含まれる．また，数は少

ないが都市観光地が増加傾向であることも明らかとな

った． 
次に，観光地の種類別，型別の割合を図-5 に，そ

の主な観光地名を表-1 に示す．図-5 より，全体とし

て近年減少傾向であること，また，減少のパターンは，

Ⅰ型（単純減少型）は少なく，Ⅱ型（山型）が多いこ

とが見て取れる．温泉の 51 観光地，風景の 49 観光地

がⅡ型であり，これらで全体の 3 分の 1 を占めている．

1990 年～1995 年に団体旅行等によりピークを迎え，

その後減少の一途辿り，大規模旅館の廃業等により衰

退している観光地の多くがここに含まれる． 
地域別，型別の割合を図-6 に示す．九州にⅥ型

（単純増加型）が多いことが特徴的である．表-1 か

らも全ての種類においてⅥ型に九州の観光地が入って

いることが見て取れる．それと対照的であるのが，甲

信越と東海北陸である．これらの地域では，Ⅰ型，Ⅱ

型を併せると 50％を超え，その逆にⅤ型，Ⅵ型が 1
観光地ずつしかないことが見て取れる．また，関東，

北海道，中国は，わずかな差はあるものの型別の割合

は概ね同程度であることが明らかとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4 観光地の種類別の入込客数の増減の割合 

（2003年）（対1990年比） 

表-1 観光地の種類別，型別の主な観光地 

Ⅰ型 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 Ⅴ型 Ⅵ型 

温

泉

修善寺 
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風
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京都 

奈良 

高梁 
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唐津 

三原 

白川郷 

都

市

－ 

広島 

 

長崎 

宝塚 

鹿児島 

名古屋 

熊本 

仙台 

下関 

神戸 

水戸 

北九州 福岡 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 観光地の種類別，型別の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 地域別，型別の割合 
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４．おわりに 

 
本研究は，観光地入込客数に焦点をあて，その時系

列変化に関する基礎的な分析を行ったものである． 
本研究では，1985 年から 2003 年までの時系列変化を，

全国の 300 観光地を対象として，網羅的に扱っている． 
これら対象期間，対象観光地の入込客数，宿泊施設数，

部屋数，大都市圏からの所要時間等のデータベースを

作成したことは，大きな成果であると考える．また，

入込客数の時系列変化をグラフの形状から 6 つの型に

分類したことにより，観光地の種類，地域毎にどのよ

うな変化がどの程度発生したかのかを整理した．クロ

ス集計の結果より，観光地の種類別では，温泉地，景

勝地が減少傾向であること，地域別では，甲信越，東

海北陸が減少傾向であること，九州が増加傾向である

ことを確認した． 
なお，講演会では，本稿の分析結果に加え，観光地

の規模，所要時間等を含めた分析結果を報告すること

を予定している． 
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社会基盤学科 和田麻美氏の献身的な作業協力があった．

ここに記して感謝の意を表する．  
 
補注 

[1] 内閣府 大臣官房政府広報室「国民生活に関する世論

調査」では，国民は 1980 年代半ばにはレジャー・余

暇活動に最も力点を置くようになり，この傾向が現

在も続いていることを報告している． 
 
[2] 地域における創意工夫を生かした主体的な取組みを

推進し，地域社会の持続可能な発展を通じて国内外

からの観光旅行を促進する目的で，1968年制定の観

光基本法を全部改定したものである．2006年12月13
日に議員立法にて成立，2007年1月1日より施行され

ている． 
 
[3] 国土交通省の調査を基に，観光消費の我が国経済へ

の貢献は表-2のように推計されている． 
 

表-2 観光消費の我が国経済への貢献（推計） 

 観光消費 経済効果 

雇用創出 約235 万人 約457 万人 

売 上 高 約24.5 兆円 約55.4 兆円 

                                    （出典） 国土交通省調査 (2004) より作成 

 
[4] 団塊世代（1947～49年の3年間に誕生した人々）が

2007年より順次定年退職を迎える．総務省の労働力

調査では，男性が約250万人，女性が約90万人，合

計340万人が定年退職をすると想定している． 

[5] 国土交通省 総合政策局は，2005年5月に「観光統計の

整備に関する検討懇談会」を設置し，宿泊統計，都道

府県観光統計，外国人旅行者に関する統計の整備に向

けた検討を行った．検討の結果，観光統計の体系的な

整備の第一歩として，宿泊旅行に関する統計を速やか

に整備すべきであるとの結論に至り，予備調査を実施

している． 
 
[6] 現在，JRにより「周遊おすすめ地」に名称が変更さ

れているが，本稿では「旧周遊指定地」としている． 
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